
尾鷲市地域公共交通活性化協議会

過疎高齢化が進む地域においては、利用者の減少が続き公共交通の存続が危ぶまれるような状況にある。そのなかで、地域
特性を活かし、定住・交流促進が図れる対策を講じるため、これまでのバス路線を全面的に見直し、持続・継続できる地域及び
路線を構築する。

概 要

平成２０年５月２８日設置
平成２１年３月１９日連携計画策定

○ふれあいバスの運行

尾鷲地区においては、交通空白地、ＪＲ尾鷲駅、宿泊施
設及び観光施設とを結ぶ路線に再編し、アクセス向上を
図る。

海岸線に点在している各集落については、近隣の駅と
を結ぶ単一的なバス運行から、新たに市街地を加え、更
なる生活交通路線へと変化させる。

これらのバス路線の実施により利用者増を図るとともに、
尾鷲市が自立した生活圏を形成し、持続・継続できる地
域づくりに繋げる。

○公共交通の利用促進策の実施

市内の鉄道やバス路線及びダイヤのほか、公共交通機
関の連絡状況、尾鷲市観光情報など、利用者にとってわ
かりやすいパンフレット及びホームページを作成する。

コミュニティバス（市街地
直通）実証運行

パンフレット作成

コミュニティバス（公共
交通空白地、ＪＲ尾鷲駅
等を結ぶ）運行
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○協議会の開催状況及び事業の進捗状況【２回開催】
昨年に、ふれあいバスの改善方針を法定協議会で定めたほか、本年２月には、市政懇談会における意見や地元高校のアンケート結果をも

とにふれあいバスの路線、ダイヤ等の改善について、審議を諮る予定である。また、事業の進捗状況については、初年度からの３路線の実
証運行を継続事業として、実施しており、２年度目の実証運行では、利用者の増加とともに収支率の向上といった成果も上げている。

別紙２（計画事業：２年度目）

○事業の昨年からの改善点（２年度、３年度）
実証運行２年度には、具体的な改善は実施されていないが、昨年度に実施したアンケート調査や乗降調査を踏まえ、ふれあいバスの改善方
針を定めるとともに、昨年１０月から１１月にかけて実施した市内１３地区における市政懇談会において、改善方針についての意見を求めた。
また、ふれあいバスの見直しによる地元高校への影響を調査するため、高校生利用者に対しアンケート調査を行っており、これらの調査結果
をもとに、実証運行３年度にあたる来年度の夏頃を目途に路線やダイヤ、料金等を見直す予定である。

○事業の具体的な成果
周辺地域から市街地への直通運行について、地元高校への通学を確保するための路線を構築したことで、実証運行開始後、尾鷲高校入

学者の増加が見られたほか、今年度においても定期券利用者も月平均12.1人が利用している。また、通勤定期についても最も多い月で４人
（月平均で2.5人）が利用されているほか、回数券利用者の増加（前年度比５．８％増）が確認されており、収支率向上や通院の確保以外にも
通勤・通学などの移動手段を確保するという目標を達成するために具体的な成果が上がっている。

○今後の課題等
ふれあいバスの実証運行実績については、全体収支率（平成22年4月1日から12月31日までの実績）が42.6％と実証運行の初年度より向

上しているものの、目標数値まで達していない。個々の問題点としては周辺地域から市街地への直通運行については、収支率が概ね50%
程度と初年度と比較し向上しているが、昨年に実施した市政懇談会の意見のなかで、ＪＲとの連絡強化のほか、ふれあいバス路線間におけ
る乗り継ぎや乗り継ぎ時の利用料金等の要望もあり、本年の夏頃を目途に路線、ダイヤ、乗り継ぎ料金等を見直していく。また市街地循環型
バスの実証運行については、周辺地域から市街地への直通運行2路線と比較すると収支率が17.5％と低調であるため、系統の簡素化を図
り、わかりやすい路線に見直す予定である。

○自己評価のポイント（事業を実施する上で苦労した点、工夫した点等）

市内１３地区において市政懇談会を実施し、ふれあいバスの実績やアンケート結果等を踏まえたふれあいバスの改善方針につい
て意見を求めた。また、市政懇談会での意見のほか、ふれあいバスの見直しによる地元高校の影響を調査するため、高校生利用者
に対するアンケート調査を実施し、最終的な改善内容等を定め、法定協議会に諮る予定である。このことから、利用者の増加や収
支率向上を図るための改善とあわせて、路線、ダイヤ等の修正による影響を最小限に抑えるため、地域関係者からの合意が得られ
るよう意見聴取を行った。
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　①　定められた評価方法・評価基準にしたがって、評価事項について事業を評価したか。
　　その際、事業の効果・影響とそれ以外の効果・影響を分離して評価したか。

　総合連携計画において、収支率の目標数値と下限数値を設定していることから、運賃収入の把握はもとよ
り、毎月の利用実態調査（運行時間別の停留所の乗降人員等を把握）を把握し、事業評価を行った。

　②　実施した事業が地域公共交通に関する目標を達成するために適切な事業であるかどうかを
　　検証したか。

Ⅲ　具体的成果

　周辺地域から市街地への直通運行について、地元高校への通学を確保するための路線を構築したこと
で、実証運行開始後、尾鷲高校入学者の増加が見られたほか、今年度においても定期券利用者も月平均
で12.1人が利用している。また、通勤定期についても最も多い月で４人（月平均で2.5人）が利用されているほ
か、回数券利用者の増加（前年度比５．８％増）が確認されており、収支率向上や通院の確保以外にも通
勤・通学などの移動手段を確保するという目標を達成するために適切な事業であると判断される。

Ⅱ　計画事業の実施

　①　事業計画に位置づけられた事業が適切に実施されたか。事業計画に位置づけられた事業が
　　事業計画どおりに実施されなかった場合には、適切な理由等が明らかにされているか。

　事業計画に基づき、周辺地域から市街地への直通運行及び鉄道へのアクセス路線としての実証運行、公
共交通空白地域の解消を目的とした市街地型バスの実証運行を継続事業として実施。実証運行３路線の
利用者数及び収支率（平成２２年４月から１２月末まで）は、①ふれあいバス「尾鷲地区」が10,471人、
17.5％、②ふれあいバス「八鬼山線」が18,531人、52.5％、③ふれあいバス「ハラソ線」が16,249人、46.2％と
なっており、初年度の実証運行と比較すると本市の人口が減少している中、利用者数(2,532人増)、収支率
(3.4%増)とも向上している。

計画事業に係る事後評価記載様式（２年度目）

Ⅰ　総合評価

　地域の主体的な取組みと創意工夫による公共交通の活性化・再生を通じ、個性豊かで活力に満ちた地域
社会実現に寄与するために適切な事業を選び出し、当該事業を本格実施する環境を整備するための検討
を行ったか。

 地域の公共交通活性化を活性化するために、今年度は事業実施の２年度目として、アンケート調査や乗降
調査を踏まえ、ふれあいバスの改善方針を定め、昨年１０月から１１月にかけて実施した市内１３地区にお
ける市政懇談会において、改善方針についての意見を求めた。これらの意見をもとに来年度の夏頃を目途
に路線やダイヤ、料金等を見直す予定である。

別紙２

＊必要に応じて、参考資料を添付して下さい。
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　②　住民等による自主的な利用促進、啓発等の活動や協賛金拠出への協力等当該事業を
　　翌年度実施する環境を整備しているか。

　広報おわせによる公共交通の啓発のほか、市政懇談会を通じてふれあいバスの現状や課題等を市民と
共有する機会を設けることで、利用促進を図っている。これらの効果については、人口減少が進行する本市
において、今年度（平成２２年４月～１２月末）の利用者数の増加とともに収支率が向上していることに表れ
ている。
　一方、協賛金拠出については、過疎高齢化が著しく、長引く不況により現在のところ実施する環境は整っ
ていない。

　総合事業による路線バスの実証運行の終了後に、自主運行バスとして運行が継続していくために、収支
率を目標数値として設定している。収支で赤字が見込まれるが、これについては、本市議会にも上程し、意
見集約を図っているため、本収支率を維持できるよう、地域住民と議論していくことを計画書に明記してい
る。

　①　当該事業の翌年度実施のための財源について検討を行い、財源の目処がついたか。

 ３路線の実証運行の継続については、総合事業の国費のほか、尾鷲市からの財政支出により、実施する。
（平成２３年第１回尾鷲市議会定例会に平成２３年度予算案を提出し、審議される。）

　③　当該事業の本格実施のための財源について検討を行ったか。

２　事業の実施環境

　①　実施した事業を翌年度実施するにあたって問題点があるかどうかを検証したか。

　路線バスの実証運行については、全体収支率は42.6％であった。個々の問題点としては周辺地域から市
街地への直通運行については、収支率が概ね50%程度と初年度と比較し向上しているものの、昨年に実施
した市政懇談会の意見のなかで、ＪＲとの連絡強化のほか、ふれあいバス路線間における乗り継ぎや乗り
継ぎ時の利用料金等の要望もあり、本年の夏頃を目途に路線、ダイヤ、乗り継ぎ料金等を見直していく。ま
た市街地循環型バスの実証運行については、周辺地域から市街地への直通運行2路線と比較すると収支
率が17.5％と低調であるため、系統の簡素化を図り、わかりやすい路線に見直す予定である。

②実施した事業について利用者数が想定をかなり下回るなど効果が現れていない場合には、翌年度事業
を実施するにあたって必要な見直しを行っているか。翌年度も同じ事業を実施する場合には、適切な理由等
が明らかにされているか。

　昨年度に実施したアンケート調査や乗降調査を踏まえ、今年度、協議会において、れあいバスの改善方
針を定め、昨年１０月から１１月にかけて実施した市内１３地区における市政懇談会で、改善方針について
の意見を求めた。これらの意見をもとに来年度の夏頃を目途に路線やダイヤ、料金等を見直す予定であ
る。

１　事業の本格実施に向けての準備

Ⅳ　自立性・持続性

＊必要に応じて、参考資料を添付して下さい。
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　法定協議会の議事の傍聴、議事録の公開については、傍聴及び会議録等の公開に関する要綱を設置
し、会議の傍聴、会議録等を公開している。また、会議資料、議事等についても、尾鷲市HPにおいて、公表
している。

　⑤　地域公共交通に関する目標を達成するために適切な事業を翌年度実施することについて
　　地域関係者の実質的な合意が形成されたといえるか。

　市内13地区において市政懇談会を開催し、ふれあいバスの実績やアンケート結果等を踏まえたふれあい
バスの改善方針について、意見を求めた。また、市政懇談会での意見のほか、ふれあいバスの見直しによ
る地元高校の影響を調査するため、高校生利用者に対するアンケート調査の実施し、最終的な改善内容等
を定めるとともに法定協議会に諮る予定である。このことから、利用者の増加や収支率向上を図るための改
善とあわせて、路線、ダイヤ等の修正による通学・通勤等に影響が生じないよう地域関係者の意見聴取を
行っていることから、地域の実質的な合意が形成されたと考えられる。

　③　計画事業を実施するにあたって協議会が適切に開催されているか。

　計画事業の実施にあたっては、これまでの調査事業と並行して協議を行っており、平成２２年度第１回法
定協議会において、計画事業の実績等を報告・審議しているほか、昨年度に実施したアンケート調査や乗
降調査を踏まえふれあいバスの改善方針を定めている。また、昨年１０月から１１月にかけて実施した市内
１３地区における市政懇談会で、改善方針についての意見を求め、これを踏まえた改善案をもとに本年２月
に開催予定の法定協議会で協議を行う。

　④　協議会の議事が傍聴、議事録や関係資料の公開等によって適切に開示されているか。

　①　協議会における審議事項が明確に定められ、計画事業の進め方、実施状況について審議される
　　体制となっているか。

 法定協議会の審議事項については、平成２０年第１回協議会で議決されており、規約のなかで、旅客運送
の協議、連携計画の策定及び変更の協議、連携計画の実施に係る連絡調整、連携計画に位置づけられた
事業の実施、その他協議会の目的を達成するために必要なことを定めている。

　②　協議会に住民が参加したり、住民の意見が反映される仕組みが設けられているか
　　　（公募制、住民意向調査等の実施が協議会の運営要領において定められているか。）。

　法定協議会には、住民代表として尾鷲市自治連合会副会長のほか、区長会から２名、老人クラブ会長を
選出しており、市民の意見が事業に反映される仕組みを設けている。また、広報おわせによるふれあいバス
の情報提供や連携計画策定の際に開催した地区説明会等を通じ、公共交通に関する市民の意識の高まり
が見られる。また、昨年１０月から１１月にかけて市内１３ヶ所で市政懇談会を開催し、そのなかで、今後の
バスの事業改善に関する貴重な意見を集約している。

Ⅴ　住民の参加等による地域関係者の実質的な合意形成

＊必要に応じて、参考資料を添付して下さい。
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